
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

第４章 地域の保健医療を 

支える人材の確保・育成 

 

 

 

 

 

 



第１節 医師 
 

１．現状と課題 
 ○ 本県の医療施設に従事する医師（平成28年：5,001人）については、その約６割が熊

本市に集中しています（図１参照）。平成24年から平成28年までに熊本市内の医師が146

人増加したのに対し、熊本市外の医師は 41人の増加に留まっています（表１参照）。ま

た、人口 10万人当たりの医師数で比較しても、熊本市内は 18.5人増加したのに対し、

熊本市外は 9.9人の増加に留まっており、医師数の地域格差は拡大しています（表２参

照）。今後は、地域ごとに将来の医療需要を踏まえた医療提供体制の構築とそれを支える

医師の確保が重要となります。 

○ 自治医科大学を卒業した医師（以下「自治医科大学卒業医師」という。）が県内の地域

の医療機関に派遣され、義務年限①を終了した後、引き続き県内に就業する割合（県内定

着率）は、50.9％②と全国平均（69.6％③）に比べて低い状況です。 

 ○ 本県の平成 28年の医師全体に占める女性医師の割合は 18.0％、39歳以下の若年層で

は31.4％と高い割合となっていますが（図２・図３参照）、出産や育児を契機として離職

する傾向があります。また、全国の大学医学部生の約47％が女性④であり、今後、女性医

師の割合は更に高くなる見込みであることから、女性医師への就業支援が求められてい

ます。 

 ○ 全国的に地域で勤務する意思がある医師は一定数存在するものの、医師が少ない医療

機関では夜間や休日の当直等の負担が大きく、自己研さんや家族と過ごす時間の確保も

ままならない状況もあることから、勤務環境の改善等による医師の負担軽減が求められ

ています。 

○ 県内病院の医師臨床研修マッチング率について、平成28年度は全国１位（95.6％）で

したが、平成29年度は全国16位（79.1％）でした（表３参照）。県内病院での臨床研修

修了者については、臨床研修後の県内定着率が約 85％と高いことから、マッチング率を

高く維持する必要があります。 

○ 新たな専門医制度⑤について、平成 30年度からの開始に当たって、地域医療に与える

影響への懸念を踏まえ、医師の偏在を助長することなく専門医の質を高める体制の構築

が求められています。 

 

                                                   
① 義務年限とは、自治医科大学医学部の学生が大学と修学資金貸与契約を締結し、修学に要する費用を貸与されますが、卒

業後に出身都道府県に戻り知事の指定するへき地等の公的医療機関において、医師として勤務する期間（修学資金貸与期

間の1.5倍）のことです。６年間で卒業した場合、義務年限は９年間となります。 
② 自治医科大学「平成28年度自治医科大学医学部卒業生の研修・勤務先病院等調査」に基づき熊本県医療政策課集計 
③ 出典：自治医科大学「平成28年度自治医科大学医学部卒業生の現状」 
④ 出典：文部科学省「平成28年度学校基本調査」 
⑤ 新たな専門医制度とは、これまで各学会が独自に専門医を育成し、その能力を検証し、認証する仕組みを運用してきた

ため、第三者機関として設立された一般社団法人日本専門医機構が、専門医の認定と専門研修プログラムの認定を統一的

に行う新たな制度のことです。 



 【図１】県内の医療施設従事医師数 

 

 

（厚生労働省「平成28年医師・歯科医師・薬剤師調査」を基に熊本県医療政策課作成） 
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10万対医師数:290.1人

球磨圏域

医師数:176人

10万対医師数:201.0人

天草圏域

医師数:231人

10万対医師数:200.7人

人口10万人当たりの医師数

以上 未満

300.0 ～

200.0 ～ 300.0

180.0 ～ 200.0

160.0 ～ 180.0

130.0 ～ 160.0

熊本圏域

医師数:3,057人

10万対医師数:413.1人

熊本県の医師数（実数）：5,001人 

＜人口10万人当たりの医師数＞ 熊本県281.9人 熊本市外187.8人 全国240.1人 



【表１】県内の医療施設従事医師数の推移※ 

 
 

【表２】県内の人口10万人当たりの医療施設従事医師数の推移※ 

 
（［表１・表２］：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」を基に熊本県医療政策課作成） 
※ 旧城南町、旧富合町及び旧植木町については熊本市との合併前から熊本圏域に、旧蘇陽町につ
いては旧矢部町及び旧清和村と合併して山都町となる前から上益城圏域に含めています。 

 

【図２】県内の男女別・医師数の推移（全体）   【図３】県内の男女別・医師数の推移（39歳以下） 

  
（［図２・図３］：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」を基に熊本県医療政策課作成） 

 

増減数 増減率

全 国 256,668 263,540 271,897 280,431 288,850 296,845 304,759 15,909 5.5%

熊本県 4,359 4,406 4,450 4,679 4,814 4,938 5,001 187 3.9%

熊 本 2,419 2,536 2,575 2,780 2,911 3,016 3,057 146 5.0%

宇 城 164 165 164 177 183 182 174 ▲ 9 -4.9%

有 明 307 293 274 282 279 284 289 10 3.6%

鹿 本 98 95 95 92 95 93 97 2 2.1%

菊 池 292 278 285 296 312 311 322 10 3.2%

阿 蘇 79 79 80 81 81 92 86 5 6.2%

上益城 111 107 119 114 118 121 115 ▲ 3 -2.5%

八 代 308 290 294 302 294 310 318 24 8.2%

芦 北 140 137 135 135 133 134 136 3 2.3%

球 磨 184 178 181 174 166 161 176 10 6.0%

天 草 257 248 248 246 242 234 231 ▲ 11 -4.5%

熊本市外 1,940 1,870 1,875 1,899 1,903 1,922 1,944 41 2.2%

平成24年→平成28年
圏 域 平成16年 平成18年 平成20年 平成22年 平成24年 平成26年 平成28年

増減数 増減率

全 国 201.0 206.3 212.9 219.0 226.5 233.6 240.1 13.6 6.0%

熊本県 235.4 240.0 244.2 257.5 266.4 275.3 281.9 15.5 5.8%

熊 本 331.5 348.2 353.1 378.5 394.6 407.6 413.1 18.5 4.7%

宇 城 143.9 145.8 146.6 159.5 167.3 168.4 164.1 ▲ 3.2 -1.9%

有 明 175.1 169.8 160.9 167.0 167.9 173.9 180.7 12.8 7.6%

鹿 本 168.1 165.9 168.5 166.1 175.5 175.3 187.4 11.9 6.8%

菊 池 178.7 166.2 166.7 170.0 175.6 172.3 176.7 1.1 0.6%

阿 蘇 111.8 113.3 116.4 119.4 121.2 140.7 136.3 15.1 12.5%

上益城 123.1 119.9 134.9 130.4 136.1 140.5 137.4 1.3 1.0%

八 代 204.1 194.8 200.8 208.3 205.5 220.1 229.4 23.9 11.6%

芦 北 247.6 251.2 255.8 262.9 266.1 277.2 290.1 24.0 9.0%

球 磨 180.2 179.4 187.4 183.7 179.6 179.4 201.0 21.4 11.9%

天 草 182.2 182.8 189.7 193.3 196.5 196.6 200.7 4.2 2.1%

熊本市外 172.8 168.8 171.6 175.4 177.9 182.3 187.8 9.9 5.6%

平成24年→平成28年
圏 域 平成16年 平成18年 平成20年 平成22年 平成24年 平成26年 平成28年



【表３】医師臨床研修マッチング率の推移 

      
（出典：医師臨床研修マッチング協会「研修医マッチングの結果」） 

 

２．目指す姿 
 ○ 総合的な医師確保対策や医師の派遣調整など、地域の医療を県全体で支える仕組みを

構築し、地域における医療提供体制の強化と医師数の地域格差の解消を目指します。 

 

３．施策の方向性 

 ○ 地域の医療提供体制を圏域・県全体で支える仕組みの構築 

・ 医師の地域偏在を解消するため、地域医療支援センター（熊本県地域医療支援機構）

を中心として、地域の医療機関に勤務する医師のキャリア形成支援と一体的に、地域の

医療機関における医師確保を支援します（「５．地域の医療連携体制」参照）。 

・ 地域医療を支える医師を確保するため、自治医科大学との連携や熊本大学等の医学部

生への医師修学資金貸与制度⑥を通じて、地域の実情や医師のキャリア形成を踏まえた

自治医科大学卒業医師の派遣や医師修学資金を貸与した医師の配置を行います。 

・ へき地を含む地域の医療を県全体で支えるため、へき地医療支援機構等が運営の主体

となり、県と協定を締結した医療機関から支援が必要な地域の医療機関に対して、医師

を派遣するドクタープール制度を新たに構築します（第３章第３節第４項の最後に記載

する別図参照）。 

・ 地域における将来の医療提供体制の構築のため、率先した取組みを進める自治体病院

等に対し、地域医療支援センターや地域医療・総合診療実践学寄附講座⑦等により、関

係機関との一層の連携強化や地域医療をコーディネートする医師派遣などの支援を行

います。 

・ 医師の確保が困難な医療機関を支援するため、医師会による相談窓口の設置や市町村

による関係医療機関・団体と連携した医師派遣の仕組みづくりなど、圏域内での協力体

制を整備します。 

○ 本県出身者の県内就業の促進 

・ 本県出身の医師の県内就業者を増加させるため、本県出身の大学医学部への進学（希

望）者を対象として県内医療情報の発信を行うなど、将来の県内就業に向けたつながり

を構築します。 

・ 地域で勤務する医師を確保するため、本県出身の医師など県内外に居住する医師を対

                                                   
⑥ 医師修学資金貸与制度とは、県内の地域医療を担う医師を確保するため、将来、医師が不足している地域の病院等に医師
として勤務しようとする医学部生に対して修学資金を貸与する制度のことです。大学卒業後の一定期間、知事が指定する
地域の病院等で勤務した場合は、修学資金の返還が全額免除されます。 

⑦ 地域医療・総合診療実践学寄附講座（負担割合：県3/4、市町村1/4）とは、県からの寄附により熊本大学に開設され、
地域医療に関する卒前からの継続的な教育、総合診療（専門）医の育成や地域の医療機関における診療支援に関連する研
究を行う講座のことです。 

平成27年度 平成28年度 平成29年度

マッチング率 74.7% 95.6% 79.1%

（全国順位） （20位） （１位） （16位）



象に、「熊本県ドクターバンク⑧」を活用して効果的な情報発信を行うなど、地域の医

療機関への就業あっ旋の取組みを強化します。 

○ 自治医科大学卒業医師の義務年限終了後の県内就業の促進 

・ 自治医科大学卒業医師の義務年限終了後の県内就業を促進するため、義務年限中にお

ける専門医資格の取得など医師のキャリア形成支援を行います。 

・ 義務年限中の自治医科大学卒業医師に対して県内医療機関の紹介や情報提供を行うと

ともに、自治医科大学卒業医師の継続的な任用を含めた新たな仕組みを構築します。 

○ 女性医師の就労継続に向けた支援 

・ 女性医師の勤務継続及び復職を支援するため、メンター制度⑨などの相談体制の強化

をはじめ、短時間勤務制度などの柔軟な勤務体制の普及、研修会開催などの医療技術・

知識習得の支援、保育所整備などの育児支援に向けた取組みを推進します。 

○ 医師の勤務環境の改善 

・ 医師の勤務負担を軽減するため、地域医療支援センターによるグループ診療に係る派

遣調整や医療勤務環境改善支援センターとの連携など、勤務環境の改善に向けた取組み

を強化します。 

○ 初期臨床研修医の確保 

・ 県内の医療機関において初期臨床研修医を確保し、研修後の県内就業を促進するため、

臨床研修合同説明会等を通じて県内で働くことの魅力をＰＲするとともに、臨床研修指

導医の養成支援などにより臨床研修体制を強化します。 

・ 医師臨床研修のマッチング率を高く維持するため、初期臨床研修医に対するフォロー

アップを強化し、臨床研修病院と連携して研修プログラムの充実や魅力向上に取り組み

ます。 

 ○ 新たな専門医制度への対応 

・ 医師の都市部への偏在を助長することなく、専門医の質を高めるため、県に設置する

協議会において、地域医療確保の観点から、19の基本領域の専門研修プログラムの内容

等について、市町村、医師会、大学、病院団体等の関係者間で協議し、必要な検証、調

整を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
⑧ 熊本県ドクターバンクとは、熊本県が運営する「医師の無料職業仲介所」のことです。県内の公立の医療機関と県内での

就業を希望する医師とをマッチングさせるため、就業のあっ旋・紹介を行います。 
⑨  メンター制度とは、医師としてのキャリア形成やワークライフバランス等の課題について、豊富な知識と経験を有した先
輩医師（メンター）が、後輩医師（メンティ）からの相談を受け、個別に課題解決へのサポートを行う制度のことです。 



４．評価指標 
指標名 現状 目標 指標の説明・目標設定の考え方 

① 自治医科大学卒業

医師及び医師修学

資金貸与医師の地

域の医療機関への

配置人数 

15人 

（平成29年４月） 

46人 

（平成35年度） 

両医師の平成 35年度における配置

見込み人数（単年度）を設定。 

② 平成30年度から平

成35年度に義務年

限が終了する自治

医科大学卒業医師

の県内定着率 

80.0％ 

（平成29年３月） 

80.0％ 

（平成35年度） 

対象者15人において直近６年間（平

成23年～平成28年度）に義務年限

が終了した医師の県内定着率 80％

の維持を設定。 

③ 勤務環境改善計画
⑩の策定病院数 

14施設 

（平成29年４月） 

64施設 

（平成35年度） 

県内の全病院（213施設）の 30％に

当たる病院での策定を目指す。 

④ 初期臨床研修医の

マッチング率 

79.1％ 

（平成29年10月） 

90.0％以上 

（平成35年度） 

全国１位となった平成 28年度マッ

チング率（95.6％）を踏まえマッチ

ング率90％以上を設定。 

 

５．地域の医療連携体制 

 

                                                   
⑩ 勤務環境改善計画とは、医療法に基づき厚生労働省が定める「医療勤務環境マネジメントシステムに関する指針」により、

医師や看護師等の医療従事者の勤務環境の改善に関して、病院又は診療所の管理者に作成が求められている計画のことで

す。 



 

第２節 ⻭科医師 
 

１．現状と課題 
 ○ 本県の歯科医療施設に従事する歯科医師（平成28年：1,336人）については、その約

半数が熊本市に集中しています。人口10万人当たりの歯科医師数を平成24年と平成28

年で比較すると、熊本市内は 4.1人増加したのに対し、熊本市外は 2.2人の増加に留ま

っており、歯科医師数の地域格差は拡大しています（図１参照）。 

【図１】県内の医療施設従事歯科医師数及び人口10万人当たりの医療施設従事歯科医師数 

 
   （厚生労働省「平成28年医師・歯科医師・薬剤師調査」を基に熊本県医療政策課作成） 

○ 直近の調査（平成 26年）では、県内に無歯科医地区①（準無歯科医地区②含む。）は、

21地区あります（図２参照）。現在、無歯科医地区については、巡回診療が実施されてお

らず、地域住民の医療に関するニーズや実態の把握も十分ではありません。 

【図２】無歯科医地区数 

  
（出典：厚生労働省「平成26年度無歯科医地区等調査」） 

 〇 歯科医療については、近年そのニーズが多様化しており、高齢者や障がい者への口腔

外科医療や摂食・嚥下リハビリテーションなどの対応をはじめ、高次歯科医療③や、がん

の術前術後の専門的口腔衛生処置への対応など、高い専門性が必要となっています。 

 〇 近年、口腔ケアが誤嚥性肺炎の発症予防につながることや周術期の口腔機能管理によ

って在院日数の短縮につながることが報告されるなど、口腔と全身との関係について広

く指摘されており、入院患者や在宅医療を受ける方等に、医科と連携し、歯科医療を提

供することが重要になっています（「４．評価指標」の①参照）。 

 〇 県内では、歯科を設置している病院は全体の約２割で、病院に勤務している歯科医師

は全体の約５％と少なく、病院内での医科と連携した診療体制が十分ではありません（図

３・図４参照）。 

                                                   
① 無歯科医地区とは、歯科医療機関のない地域で、当該地区の中間的な場所を起点として、概ね半径4kmの区域内に50人
以上が居住している地区であって、かつ、容易に医療機関を利用することができない地区です。 

② 準無歯科医地区とは、無歯科医地区には該当しないものの、それに準じた医療の確保が必要な地区と各都道府県知事が判
断し、厚生労働大臣に協議して適当と認めた地区です。 

③ 高次歯科医療とは、一般的な歯科診療所では診療が困難な口腔悪性腫瘍等の口腔外科領域疾患や、全身管理を有する者及 
び障がい者に対する高度な歯科医療を指します。 
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 【図３】県内の歯科設置病院数 

 
（熊本県医療政策課「平成29年度県内医療機関調査」） 

 【図４】県内の病院勤務歯科医師数 

 
（厚生労働省「平成28年度病床機能報告」を基に熊本県医療政策課作成） 

  

２．目指す姿 
○ 医科と歯科が機能的に連携することで、県民のニーズに応じた歯科医療提供体制の整

備を目指します。 

 

３．施策の方向性 
 ○ 歯科医師の地域偏在に対応する体制の整備 

  ・ 歯科医師の地域偏在に対応するため、市町村や歯科医師会等の関係団体と課題を共

有するとともに、関係者で連携して地域の歯科医療提供体制を整備します。 

 ○ 無歯科医地区における住民の医療の確保 

  ・ 無歯科医地区の住民に対する歯科医療提供を確保するため、市町村が地区住民の歯

科医療に関するニーズを把握した上で、歯科医師会等の関係団体と連携し、ポータブ

ルユニットを活用した巡回診療や患者送迎等による医療提供を促進します。 

〇 歯科医師の人材育成・資質向上 

 ・ 障がい者や高齢者等の高度で多様な歯科医療ニーズに対応するため、摂食・嚥下リ

ハビリテーションや、がんの術前術後処置等に対する研修等を通じて、歯科医師の専

門性や資質の向上に取り組みます。 

〇 医科歯科連携の推進 

 ・ 医科と歯科が連携して、誤嚥性肺炎の発症予防等を行うため、入院患者への口腔ケ

アや口腔機能管理に関する研修等を通じて、医科歯科連携に携わる歯科医師の養成を

推進します。特に、回復期リハビリテーションの機能強化や療養継続支援等を目的と

して、回復期における医科歯科連携登録歯科医師の養成に取り組みます。 

 

４．評価指標 
指標名 現状 目標 指標の説明・目標設定の考え方 

① 回復期における医

科歯科連携登録歯

科医師数 

79人 

（平成29年３月） 

220人 

（平成36年３月） 

回復期における医科歯科連携に携わ

る人材の育成に係る研修等を行うこ

とにより、平成 29年度から平成 35

年度までの７年間において各年度平

均20人程度の登録を目指します。  

熊本県 熊本 宇城 有明 鹿本 菊池 阿蘇 上益城 八代 芦北 球磨 天草

歯科設置病院数 32 12 3 2 0 5 1 3 0 2 2 2

病院数 212 93 12 12 6 16 6 13 12 11 13 18

熊本県 熊本 宇城 有明 鹿本 菊池 阿蘇 上益城 八代 芦北 球磨 天草

病院勤務歯科医師数 70.2 52.7 3 0.1 0 2.4 1 1 0 3 4 3

歯科医師数 1,336 691 60 95 36 109 39 50 95 30 57 74



 

第３節 薬剤師 
 

１．現状と課題 
 ○ 本県の薬剤師数は、着実に増加しています（図１参照）。しかし、人口 10万人当たり

の薬剤師数、薬局・医療施設に従事する薬剤師数とも、全国平均を下回っています（図

２参照）。 

 ○ 薬剤師会と連携の上、研修会などを実施し、薬剤師の資質の向上に努めてきました。

地域包括ケアシステムの充実のため、薬剤師には、かかりつけ薬剤師①として服薬情報の

一元的・継続的な把握とそれに基づく薬学的管理・指導、在宅医療への対応、医療機関

との連携などの役割が求められています。これに伴い、より高度な知識や技能の取得が

望まれます。 

  【図１】県内の薬剤師数                【図２】人口10万人当たりの薬剤師数（平成26年） 

  
 （［図１・図２］：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」を基に熊本県薬務衛生課作成） 

 

 【参考】地域別の薬局・医療施設に従事する薬剤師数（平成26年） 

 
 

 

２．目指す姿 
 ○ 研修等による就業促進により必要な薬剤師を確保するとともに、かかりつけ薬剤師の役

割を発揮できる薬剤師や在宅訪問を行う薬剤師を育成し、地域包括ケアシステムの充実に

つなげます。 

 

 

 

                                                   
①  かかりつけ薬剤師とは、薬を一元的・継続的に把握し、薬の効果をきちんと発揮させたり、副作用の発生を未然に防いだ
りするため、服薬状況をしっかり把握し、薬のことについて教えてくれる薬剤師のことです。 
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３．施策の方向性 
 ○ 薬剤師の確保 

・ 地域の医療提供に必要な薬剤師を確保するため、熊本県薬剤師会と連携し、薬剤師研

修等により薬剤師の就業を促進します。また、薬学生の県内薬局・医療機関への就職に

つなげるため、薬学生の実務実習②の受入施設の確保や実務実習指導薬剤師③の養成に

取り組みます。 

 ○ 地域包括ケアシステムの充実等に向けた薬剤師の資質向上 

・ かかりつけ薬剤師としての役割を発揮できる薬剤師を育成し、地域包括ケアシステム

の充実につなげるため、熊本県薬剤師会と連携し、研修認定薬剤師④や高度な薬学管理

を行う薬剤師等の養成に取り組むとともに、健康サポート薬局研修⑤などを行い、薬剤

師の知識・技術の向上を支援します。また、新規薬剤師の研修など、薬剤師のステージ

に応じた研修を実施します。 

・ 在宅訪問を行う薬剤師を育成し、地域包括ケアシステムの充実につなげるため、熊本

県薬剤師会と連携し、在宅医療講習会や無菌調剤の実習などを行います。 

 

４．評価指標 
 指標名 現状 目標 指標の説明・目標設定の考え方 

① 研修認定薬剤師数 1,146人 

(平成28年度) 

1,700人 

(平成35年度) 

研修会等を行うことにより、かかり

つけ薬剤師としての役割を発揮でき

る研修認定薬剤師を新たに 500人養

成することを目指す。 

② 健康サポート薬局
研修の開催回数及

び修了者数 

３回 

40人 

(平成28年度） 

18回 

180人 

(平成35年度ま

での６年間) 

健康サポート薬局研修を毎年度３回

行うことにより、かかりつけ薬剤師

としての役割を発揮できる薬剤師を

新たに 180人養成することを目指

す。 

③ 在宅医療講習会の
開催回数 

６回 

(平成28年度) 

36回 

(平成35年度ま

での６年間） 

在宅訪問を行う薬剤師を育成するた

め、在宅医療講習会を毎年度６回開

催することを目指す。 

 

 

 

                                                   
②  薬学生の実務実習とは、６年制薬学教育制度下の薬学生に対して義務付けられている病院及び薬局における実務実習です。 
③  実務実習指導薬剤師とは、６年制薬学教育制度下の薬学生に対して、医療の現場における実務実習の際に指導に当たるこ
とのできる薬剤師です。 
④ 研修認定薬剤師とは、研修認定薬剤師制度の下、良質の薬剤師業務を遂行するために、一定期間内に所定の単位を取得し、

公益財団法人日本薬剤師研修センターから認定された薬剤師です。 
⑤ 健康サポート薬局研修とは、健康サポート薬局の要件のひとつである常駐する研修終了薬剤師になるために受ける必要が

ある研修です。 



 

第４節 保健師・助産師・看護師・准看護師 
 

１．現状と課題 
 ○ 本県の就業看護職員数は、増加傾向にあり、平成 28年末で 33,454人となっています

（図１参照）が、病院病床 100床当たりの看護職員数では地域格差がみられます（図２

参照）。 

【図１】職種別就業看護職員数の推移      

    

【図２】保健所所管区域病院病床100床当たり看護職員数 

 
   （出典［図１・図２］：厚生労働省「平成28年衛生行政報告例」） 

○ 平成29年度に県が独自に推計した、「2025年に向けた看護職員需給推計（暫定値）」で

は、平成37年に需要数34,756人に対して供給数31,081人となり、3,675人が不足する

見込みです（図３参照）。 

【図３】2025年に向けた看護職員需給推計（暫定値） 

    
（熊本県医療政策課推計） 
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○ 熊本県看護協会の調査（平成29年３月）では、平成28年熊本地震の影響による県内

の看護職員離職者は 216人で、被害の大きかった熊本市東部、阿蘇地域、上益城地域に

集中しています。離職防止、継続就労のため、被災した病院が実施する在籍出向等を支

援しています。 

 ○ 看護師等学生の就業先選択理由は、「病院等の研修体制の充実」、「キャリアアップの実

現」、「給与がよい」、「都市部への憧れ」等が上位を占め、それらを実現できる都市部や

病床数の多い病院への就業希望割合が高い傾向にあります。 

 〇 看護職員のキャリア形成について、都市部の大規模な病院等では支援体制が整ってい

ますが、地域の中小規模の病院や診療所等では、研修の受講が難しいなど、支援体制が

不十分な状況です。中小規模の病院等においても多様なキャリア形成を可能とする仕組

みが求められます。 

 ○ 子育てや介護をしながら、働き続けられる勤務環境の整備に取り組んでいますが、出

産・育児・介護を理由に離職する看護職員は、横ばいで推移しており、平成27年は257

人となっています（図４参照）。 

【図４】離職理由別離職者数 

      
（出典：熊本ナースセンター「熊本県看護職員離職等調査」） 

 ○ 地域包括ケアシステムの構築を進めるに当たって、専門性と高い技術を持った看護師

（専門看護師①、認定看護師②等）が必要とされており、平成29年11月現在で340人（平

成 24年度からの５年間で 203人増加）となっています（図５参照）。しかし、専門性の

高い看護師が少数である圏域もあることから、圏域ごとに更なる増加が求められていま

す（図６参照）。 

【図５】専門性の高い看護師数 

 

 

                                                   
① 専門看護師とは、看護師として５年以上の実践経験を持ち、看護系の大学院で修士課程を修了して必要な単位を取得した
後に、公益社団法人日本看護協会の専門看護師認定審査（がん看護等13分野）に合格することで取得できる資格です。 

② 認定看護師とは、看護師として５年以上の実践経験を持ち、日本看護協会が定める615時間以上の認定看護師教育を修め、
公益社団法人日本看護協会の認定看護師認定審査（救急看護等21分野）に合格することで取得できる資格です。 
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【図６】保健所所管区域別の専門性の高い看護師数（平成29年11月） 

 
（出典［図５・図６］：日本看護協会「資格認定制度登録者数」） 

○ 特に、在宅医療等において、医師等の判断を待たずに手順書により一定の診療の補助

を行う看護師の活動が期待されていますが、県内にそうした看護師を養成する特定行為

研修③施設がなく、身近な場所で受講できる体制が整っていない状況です。 

 

２．目指す姿 
 ○ 県民が住み慣れた地域で、自らの希望に沿った健康な生活や療養生活を送ることを支

えるため、看護職員が質の高い看護を提供しながら、活き活きと働き続けることができ

るようにします。 

 

３．施策の方向性 

〇 看護職員の再就業及び新規就業の促進 

・ 将来の看護職員の需給ギャップを解消するため、離職時の届出制度の普及やナース

センターにおける就労相談体制の強化により、潜在看護職員や定年退職後の看護職員

の再就業を促進します。 

・ 新たに看護職員を目指す若者を確保するため、高校生の一日看護（看護学生）体験や

高校教諭への説明会等を通じ、県内の学生に看護職として就労する魅力を広めるととも

に、学生、保護者、学校関係者等に対して看護や地域医療への理解を深めます。 

〇 熊本地震後の被災地域における看護提供体制の回復 

・ 被災地域の看護提供体制の回復を図るため、くまもと復興応援ナース④等を活用した

臨時・短期を含む看護職員の確保や、被災した病院が雇用継続のために実施する在籍出

向等を支援します。 

○ 看護学生の県内就労の促進 

・ 看護学生の県内就労の増加を図るため、地域における医療やそれに伴う看護の魅力の

発信を積極的に行うとともに、修学資金の貸与等を通じ、県内において、看護職員の確

保が厳しい地域や中小規模の病院等への就労を促進します。また、新卒者の就労後の早

期離職の防止と定着を図るため、病院等における新人看護職員研修体制を整備します。 
                                                   
③ 特定行為研修とは、医師等の判断を待たずに手順書により一定の診療の補助を実施する看護師を養成するものです。 
④ くまもと復興応援ナースとは、被災地域の医療提供体制の回復のため、被災地域の医療機関等に短期間勤務する看護職員
です。 
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○ 看護職員の資質の向上 

・ これからの保健・医療・福祉を支える看護職員を育成するため、地域における関係機

関間の相互連携による看護職員の継続教育や現任教育体制を推進します。 

・ 地域包括ケアシステムの構築に向け、専門性の高い看護師を確保するため、専門看護

師、認定看護師等の育成を支援します。 

・ 特定行為研修について、在宅医療等を支える人材を養成するため、県内における研修

受講体制を整備します。 

○ 看護職員のワーク・ライフ・バランスの推進と勤務環境の更なる改善 

・ 看護職員の望まない離職を防止し、健康に働き続けられるようにするため、熊本県看

護協会や熊本労働局等の関係機関と連携し、多様な就労ニーズに応じた働き方を推進す

るとともに、院内保育所の運営等の支援や医療勤務環境改善支援センター等の活動を通

じた勤務環境改善計画の策定の促進など、子育てや介護をしながらも働きやすい勤務環

境の整備に取り組みます。 

 

４．評価指標 
指標名 現状 目標 指標の説明・目標設定の考え方 

① 県内出身看護学生

の県内就業率※ 

71.4％ 

(平成29年３月卒) 

80％ 

(平成36年３月卒) 

県内看護師等学校・養成所が行う看

護学生の県内定着促進の取組み支援

等により80％を目指す。 

② 病院新卒常勤者離

職率 

6.9％ 

全国平均 7.8％ 

(平成27年度) 

6.3％ 

 

(平成35年度) 

医療機関等における新人看護職員の

研修体制整備等により、全国平均以

下を維持し更に減少させる。 

③ ナースセンターの

支援による再就業

者数 

  384人/年 

(平成28年度) 

624人/年 

(平成35年度） 

離職時届出制度の活用やナースセン

ターにおける就労相談体制の強化に

より、看護職員の需要数の確保が可

能となるよう再就業者を 240人増加

させる。 

④ 勤務環境改善計画⑤

の策定病院数【再掲】 

14施設 

（平成29年4月） 

64施設 

（平成35年度） 

県内の全病院（213施設）の 30％に

当たる病院での策定を目指す。 

⑤ 専門性の高い看護

職員数 

①専門看護師 

     18人 

②認定看護師 

     272人 

③認定看護管理者⑥ 

50人 

④特定行為研修受講者   

３人 

(平成29年11月現在) 

①専門看護師 

     30人 

②認定看護師 

     452人 

③認定看護管理者 

98人 

④特定行為研修受講者   

174人 

(平成35年度) 

圏域における専門性の高い看護職員

の養成を目指す。 

①専門看護師：２人/年の増加 

②認定看護師：30人/年の増加 

③認定看護管理者：８人/年の増加 

④特定行為研修受講者：受講希望意

向調査に基づき病院・訪問看護ス

テーションの研修受講を推進し、

研修受講者の増加を図る。 
   ※ 県内出身看護学生の県内就業率については、熊本労災看護専門学校は、卒業後、独立行政法人労働者健康安全機構

の病院で勤務する者を入学対象としており、全国の対象病院に就労するため、評価指標の母数から除いている。 

                                                   
⑤ 勤務環境改善計画とは、医療法に基づき厚生労働省が定める「医療勤務環境マネジメントシステムに関する指針」によ
り、医師や看護師等の医療従事者の勤務環境の改善に関して、病院又は診療所の管理者に作成が求められている計画です。 
⑥ 認定看護管理者とは、看護師として５年以上の実践経験を持ち、日本看護協会が定める510時間の認定看護管理者教育

を修め、公益社団法人日本看護協会の認定審査に合格することで取得できる資格です。 




